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１、納税者番号をめぐる動き

（１）２兆円規模の定額給付金

（２）平成21年度与党税制大綱

（３）税制改正関連法案の付則

２、納税者番号制度導入の意義―これまでの議論

３つの類型

（１）税務行政の機械化・効率化。

（２）利子・株式等譲渡益課税の総合課税化のため。

（３）相続税等の資産課税の適正化。

３、納税者の観点からの納税者番号の議論

（１）税制と社会保障の一体改革

第１類型は、勤労税額控除（EITC)                   第２類型は、児童税額控除（CTC）

第３類型は、社会保険料（税）軽減税額控除 第４類型は、消費税逆進性対策税額控除

（２）金融所得一元課税と税制優遇口座の管理

（３）自主申告制度への道

（４）記入済み申告制度（pre populated tax return system）

４、具体的制度設計

（１）どのような番号を使うか

（２）どのような情報をとるのか

（３）納税者番号の限界

５、プライバシーの問題への対応
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最近の納税者番号をめぐる議論
社会保障国民会議(08年11月4日）

社会保障に関する情報・データの開示、国民一人一人のレベルで社会保障の
給付と負担を分かりやすく示すための社会保障番号制の導入検討を、国民
の合意を得ながら積極的に進めていくことが必要。

２１年度与党税制改正大綱（08年12月12日）
「納税者番号制度は、的確な所得捕捉を通じて適正・公平な課税の実現に資す

るものであるが、今後、税制を国民の利便性に配慮して柔軟に設計してい
く上でも必要不可欠であり、・・・国民の理解を得て、早急かつ円滑な導
入をめざすべきである。・・与党内に納税者番号に関する検討会を立ち上
げ、制度の導入に向けて精力的に議論を行う・・」

中期プログラム（08年12月24日）・所得税法等の一部を改正す
る法律案附則（2009年1月23日）

納税者番号制度の導入の準備を含め、納税者の利便の向上と課税の適正化を
図る。

民主党税制抜本改革アクションプログラム（08年12月24日）
社会保障給付と納税の双方に利用できる番号制度の早急な導入を進める。
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納税者番号制度とは
• 納税者の識別や本人確認を、番号を使って効率的に行う仕

組み。税務当局は、納税者の様々な取引について、その相
手方から支払調書や給与の源泉徴収票等を提出してもらい、
納税者からの申告とマッチングさせることにより、適正な課税
を執行している（情報申告制度・法定資料制度）。このために
は、情報に記された納税者の名義が真正で、本人確認され
たものであることと、コンピューターを使って、大量の情報を
効率的に名寄せし、本人の申告と「マッチング」させることが
必要。

• 社会保障番号として発達してきたカナダ･米国型と、住民登
録番号として発達してきた北欧諸国、税務番号として導入し
たイタリア・オーストラリアの３つの類型がある。フランス、英
国等には納税者番号制度はない。

• １９８９年に導入されたオーストラリアの納税者番号制度
（Tax File Number＝TFN）は、納税者の番号取得は義務で
はなくて任意、番号を利用しない納税者には、最高税率によ
る源泉徴収。０９年からドイツでも実施。
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社会保障番号（１）（社会保障番号に関する関係省庁連絡会議

資料 平成１８年９月２２日）

• 骨太方針２００６で、社会保障番号の導入の
検討を行うとされ、関係省庁連絡会議が設置

• 住民票コード、納税者番号制度等との関係に
ついても検討

• 「社会保険の保険者や行政機関が被保険者
の資格管理・給付管理に利用するため、被保
険者等に共通の番号を付番する仕組み」

• 生涯変わらぬ番号（４情報で付番）

• カードにして個人に交付（社会保障カード）
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社会保障番号（２）
• 付番の方法ー基礎年金番号(２０歳以上）の拡張、

住民票コード（日本国籍）の拡張、新たな番号の創
設の３案

• メリット

保険者、行政機関、国民、民間企業等が受益。具
体的には、制度や保険者をまたがる場合の突合が
容易になり給付過誤等の防止。

オンラインを通じた新たなサービスの提供

• 納税者番号として活用できれば、名寄せ・突合の効
率化、税務行政の効率化・高度化、適正公平な課
税。

その後「社会保障カードの基本的な構想に関する報告書」（平成２０年１月）
の公表、「平成２３年度中をめどに導入する 」旨の閣議決定
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納税者番号制度の検討
１、なんのための納税者番号か

適正・公平な課税の実現、税務行政の高度化、効率化といった徴税側の理
由ではなく、国民利便の新たな政策の提供という視点に立つ議論が必要。
他方で、適正な申告へのプレシャー、間接効果はあるが、クロヨンがなく
なるわけではない。

２、国民受益(利益）の租税政策

（１）税制と社会保障の一体改革ー給付付税額控除

第１類型は、勤労税額控除（EITC)

第２類型は、児童税額控除（CTC）

第３類型は、社会保険料（税）軽減税額控除

第４類型は、消費税逆進性対策税額控除。

（２）金融所得一元課税と税制優遇口座の管理

（３）記入済み申告制度（pre populated tax return system）ー税務署から
送付される申告書に、雇用者と金融機関から提出された給与所得と資産所
得が記載、納税者はチェックしサインして送り返すという簡素な制度。

（４）e-tax と組み合わせた自主申告制度の導入
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Ａ：週16時間以上勤務（就労税額控除受給要件）
Ｂ：5,220￡以上の控除額削減
Ｃ：週30時間以上勤務

WTC,CTC給付イメージ

出所：Treasury HPより筆者作成

受給額

0 A  B           C 年収

child benefit

児童税額控除
就労に関係なく、子を持つ者が受給で
きる。

就労税額控除
就労を条件に受給
できる。

Income
Support
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韓国 アメリカ イギリス フランス

名称 勤労奨励税制 EITC
WTC(Working

Tax Credit)

PPE
(Prime pour 
l'Emploi)

導入
2006年
(08施行) 1975年

・ 88 ： Family 
Credit
･99：WFTC 
･03：WTC

2002年

運営主体 国税庁 国税庁 国税庁 国税庁

適用単位 世帯 世帯 世帯 世帯

最大給与額
(子供２人)

￦80万
(11万円)

$4,400(53万円)
(05年)

₤3,875(93万円)
(05年)

€605(10万円)
(05年)

最大所得

(円)
￦1,700万
(224万)

$37,263(450万)
(05年)

₤13,910(335万)
(05年)

€24,547(400万)
(05년)

受給世帯
(04年基準)

31万世帯
(全体の1.8%)

220万世帯

(19.5%)

180万世帯

(7.3%)

880万世帯

(25.9%)

予算
(04年)

￦1,500億(政府支

出の0.08%)
$380億

(0.81%)

₤ 43.5億
(1.14%)

€24.5億
(0.3%)

主要国のEITC比較 (資料：財政経済部)
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カナダのＧＳＴ控除
•１９９０年に導入、３万ドル以下の世帯はGSTを負担しなく

て良いという考え方のもと、政府の家計調査により基礎的

生活費の７％を戻し税・給付

• 確定申告で得た情報をもとに年４回小切手で支給

•有資格者は、１９歳以上、結婚して配偶者とともに住んでい

ること、親であること、のいずれか

• 本人には、１９９カナダドル、配偶者にも同額

•支給を受ける４０％は６５歳以上

•生活保護とは連動していない

•納税者番号制度（社会保険番号、SIN）とは直接の関係なし

•ＧＳＴ税収は年間１９０億カナダドル、給付は３０億ドル。つま

り約１６％が戻し税
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図：カナダGST控除給付額（夫婦+子ども２人）

年間
給付額

年収

$738

$31,524 $46, 2840

家計所得が＄31,524
を超えた分の５％相
当額が給付額からさ
し引かれる

金子研究員作成
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日本型勤労税額控除の提言

• 本来は、税務当局が給付。以下は緊急対策として考えたもの。

• 確定申告として行う米国型と、申請に基づき税務署から支給を受ける英国型

• 我が国では、税は申告納税、社会保障給付は申請主義と分けて執行されてきた
から、英国型のほうがなじみやすい。将来的には、徴収の一元化、さらには歳入
庁という体制作りが必要。

• 体制が整うまでは、全体の制度設計・税額計算は税務当局が行った上で、「減税
（税額控除）部分は税務当局で、給付部分については、地方公共団体で行う」と
いう仕事の仕分けを行うことで対応。税当局は課税最低限以下の人についての
所得情報を持っていないので、社会保険事務所や地方自治体から情報提供を受
ける必要がある。

• 受給者が市長村に申請を行い、給付を受けるための審査を経て、その
証明書を確定申告に添付して、サラリーマンは年末調整で、事業者は申
告で税額控除を受け、控除しきれない部分については、市町村から支給
を受ける。（住宅取得控除からヒント）

• 「税務当局と市町村が連携して、税額控除を超える給付部分については、市町村の児童手
当支給部局から受ける『日本型子育て税額控除』の具体案をすでに公表している。

• また、給付を避けるため、減税部分に、国税だけでなく地方税も加えたり、さらに
は、社会保険料との相殺をも考慮に入れた制度作りが必要。

• 低所得者の社会保険料の軽減については、厚生省（年金審議会）でそのような
政策が別途検討されている。
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給与収入
所得税額 住民税額

税金合計 社会保険
料（１
0％）

税・社
会保険
料合計

税額控
除額

差 し 引
き

１００ ０ ０ ０ １０ １０ ３０ ▲２０
（ 給
付）

２００ ３．２ ６．６ ９．８ ２０ ３０ ３０ ０

３００ ６．２ １ ２ ． ６
５

１ ８ ． ８
５

３０ ４９ ３０ １９

３５０ ７．７ １５，４ ２３．１ ３５ ５８ ０ ５８

４００ ９．４ １ ９ ． ０
５

２ ８ ． ４
５

４０ ６９ ０ ６９

単身者の税・社会保険料負担
課税最低限 １１４．４万円
（万円）
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検討課題と議論の進め方

１、何のために導入するのかの議論をすすめる

２、どのような番号を使い、どのような情報をと
るのか

３、プライバシーの問題

プライバシー保護基本法の制定

行政行動を監視する機関の設立

４、行政側、納税者側、金融機関のコスト

５、議論の順番ーまずは社会保障番号、それを
納税者番号に活用
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